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命 令 書 

 

 申立人  Ｘ組合 

 

 被申立人 Ｙ株式会社 

 

上記当事者間における平成３０年道委不第５号Ｙ事件について、当委員

会は、令和２年（2020年）９月１１日開催の第１９００回公益委員会議、

同月２５日開催の第１９０１回公益委員会議、同年１０月９日開催の第１

９０２回公益委員会議及び同月３０日開催の第１９０３回公益委員会議に

おいて、会長公益委員加藤智章、公益委員朝倉靖、同八代眞由美、同山下

竜一、同山下史生、同斉藤宏信及び同國武英生が出席し、合議の上、次の

とおり命令する。 

 

主  文 

１ 被申立人は、次の内容の文書を、縦１メートル、横１．５メートルの白紙

に楷書で明瞭かつ紙面いっぱいに記載し、被申立人本社の正面入口の見やす

い場所に、本命令書写しの交付の日から７日以内に掲示し、１０日間掲示を

継続しなければならない。 

記 

当社が貴組合に対して行った次の行為は、北海道労働委員会において、労

働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認定されました。 

  今後、このような行為を繰り返さないようにします。 

記 
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平成２９年１０月２３日の団体交渉で、貴組合が過去に再雇用を希望した

乗務員の再雇用者数等の提示を要求したことに対し、これに応じなかったこ

と。 

             令和 年 月 日（掲示する日を記入すること） 

Ｘ組合執行委員長 

  Ａ 様 

Ｙ株式会社 

代表取締役Ｂ 

２ 申立人のその余の申立てを棄却する。 

 

理  由 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

  本件は、申立人Ｘ組合（以下「組合」という。）から、被申立人Ｙ株式会

社（以下「会社」という。）が行った次の行為が労働組合法（昭和２４年法

律第１７４号。以下「法」という。）第７条第１号、第２号及び第３号に該

当する不当労働行為であるとして、救済申立てがなされた事案である。 

(1) 平成２９年９月１５日（以下「平成」の元号を省略する。）に定年退職

した組合員のＣ（以下「Ｃ組合員」という。）を嘱託乗務員として再雇用

しなかったこと。 

(2) Ｃ組合員の再雇用等を議題とする２９年１０月２３日の団体交渉で組

合が要求した過去３年間の６５歳定年後に再雇用を希望した乗務員の再

雇用者数等を明らかにする資料（以下「再雇用資料」という。）を提示し

なかったこと。 

(3) ２９年１０月１３日付け文書で、組合掲示板の掲示文書の内容に抗議
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して掲示の即時中止を求めたこと及び組合掲示板の撤去を求めたこと。 

２ 請求する救済の内容の要旨 

(1)会社は、Ｃ組合員の６５歳定年退職後、同人を２９年１０月１日付けで

嘱託乗務員として再雇用すること。 

 (2)会社は、Ｃ組合員が２９年１０月１日付けで嘱託乗務員として就労して

いれば得られたであろう賃金相当額に年５分の割合による金員を付して、

同人に支払うこと。 

(3) 会社は、組合との話合いに必要な資料を提出すること。 

(4)会社は、組合掲示板の掲示物に干渉をしないこと。 

(5) 会社は、組合に組合掲示板の撤去を求めないこと。 

(6) 上記(1)から(5)に関する文書掲示 

３ 本件の争点 

(1) 会社が、Ｃ組合員を定年退職後に嘱託乗務員として再雇用しなかった

ことは、法第７条第１号及び第３号に該当するか。（争点１） 

(2) ２９年１０月２３日の団体交渉で、組合が過去に再雇用を希望した乗

務員の再雇用者数等の提示を要求したことに対し、会社が応じなかった

ことは、法第７条第２号に該当するか。（争点２） 

(3)会社が、組合に対し、２９年１０月１３日付け文書で、組合掲示板の掲

示の即時中止及び組合掲示板の撤去を要求したことは、法第７条第３号

に該当するか。（争点３） 

第２ 当事者の主張の要旨 

１ 争点１について 

 (1)組合の主張会社が、定年退職したＣ組合員の再雇用の申込みを不当に拒

否したことは、法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当する。 

ア 再雇用の労使慣行があること会社には、６５歳定年後の再雇用に関

する規定はないが、定年退職を迎える乗務員に対し、定年となる３か
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月前までに再雇用を希望するか否かの意思を必ず確認し、乗務員が再

雇用を希望した場合、乗務員としての適格性を欠く場合や健康面に不

安がある場合など、特段の問題がなければ、嘱託乗務員若しくは特約

乗務員として７０歳まで再雇用するという労使慣行があった。 

  会社は、団体交渉で、６５歳定年後の再雇用について、健康に問題

があるなど特段の理由がない限り、７０歳まで継続雇用することを表

明し、かつ、そのように運用していたものであり、Ｃ組合員には、自

身が再雇用されると期待することに合理的な理由があった。 

イ 会社の不当労働行為意思会社が、Ｃ組合員の再雇用を拒否した事情

として挙げた事由は、いずれも再雇用拒否を正当化するものとは考え

にくく、むしろＣ組合員が組合活動に関与していたことや会社代表者

のＣ組合員への強い害意によるものであり、組合所属又は組合活動が

なかったならば解雇されなかったかという観点から判断すると、Ｃ組

合員が組合員であったことが再雇用拒否の決定的な原因であると考え

られる。 

(2)会社の主張会社が、Ｃ組合員を再雇用しなかったことには正当な理由が

あり、法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当しない。 

ア 再雇用の労使慣行がないこと 

会社においては、定年である６５歳を超えた場合に再雇用するとい

う就業規則等の規定はない。また、特段の事由のない限り、その希望

に応えて嘱託乗務員若しくは特約乗務員として再雇用するという労使

慣行も存在しない。 

  このため、定年退職した乗務員を会社が再雇用する義務はなく、単

に嘱託乗務員の新規採用の問題にとどまるから、Ｃ組合員を職場内の

慣行と異なる扱いをして再雇用拒否したものとはいえない。 

  なお、組合が指摘する団体交渉は、いずれも異なる前提状況でなさ
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れたものであり、正社員を７０歳まで再雇用すると約束したとする争

点との関連性はない。 

イ Ｃ組合員を再雇用しなかった理由 

Ｃ組合員は、不規則発言が多々あった他、社内の秩序、風紀を乱す

言動等が見受けられ、運行管理者からも、当時の会社代表取締役であ

ったＤ（以下「会社代表者」若しくは「Ｄ社長」という。なお、代表

取締役に就任した２８年６月より前は「Ｄ常務」という。）に進言が

あり、６５歳定年をもって再雇用しなかったものである。 

  会社が運行管理者の意見に従って定年後再雇用希望者の採否を判断

していたこと及びその手続等について、Ｃ組合員と他の者で異なると

ころはなく、運行管理者全員がＣ組合員の再雇用に反対したことから、

会社代表者は運行管理者の意見に従ってＣ組合員を再雇用しないと最

終的に判断したものであり、会社代表者独自の意見が介在するもので

はない。 

ウ 不当労働行為に該当しないこと 

仮に運行管理者の意見が反組合的意識に基づくものであったとして

も、会社代表者が最終的にＣ組合員を再雇用しないとの判断をしたこ

とは、単に運行管理者の意見に従ったに過ぎない。このため、反組合

的意識に基づきなした判断とはいえず、Ｃ組合員が組合に所属するこ

との「故をもって」なしたものとはいえない。 

２ 争点２について 

 (1)組合の主張 

会社は、Ｃ組合員を再雇用しなかった理由が合理的であることを説明

する義務がある。２９年１０月２３日の団体交渉で組合が要求した再雇

用資料は、会社の再雇用拒否の合理性を判断する上で必要なものである

ことから、その提出を拒んだことは、事実上の団体交渉拒否であり、法



- 6 - 

第７条第２号の不当労働行為に該当する。 

(2)会社の主張 

定年後の再雇用は、新たな労働契約を締結することであり、会社には

採用の自由がある。新規採用は使用者が自由に決定できるのであるから

不採用理由を明らかにせよという点について、会社に団体交渉応諾義務

が課されているとは思えない。もっとも、Ｃ組合員に新規の契約の申込

みをしなかった経緯については、しっかりと説明を行っており、不誠実

な対応はとっていない。 

３ 争点３について 

(1)組合の主張 

会社が、２９年１０月１３日付け書面で、組合に対し、組合掲示板へ

の掲示を即時中止するように求め、また、Ｃ組合員の退職を前提に組合

在籍者がいなくなるとして組合掲示板を撤去するように要求した行為は、

法第７条第３号に該当する。 

(2)会社の主張 

けんでん２９年１０月１３日付け書面は、事実誤認に基づく喧伝行為

の即時中止を求めたものであり、また、会社内の組合在籍者は０名と推

測される中で組合の団体性は喪失していると考えて組合掲示板の撤去を

要求したものである。組合は事実誤認あるいは都合の良い事実のみを主

張しており、理由がない。 

第３ 認定した事実 

１ 当事者等 

(1)会社被申立人である会社は、昭和３６年６月に設立され、札幌市に本社、

江別市に支店を置いて道路旅客運送業（タクシー・ハイヤー業）を営み、

トーコーグループに加入している。申立て時の従業員は２５４名である。 

(2)組合申立人である組合は、１８年２月に北海道内のハイタク産業及び自
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動車交通産業で働く労働者で組織する個人加盟の労働組合として結成さ

れ、自交総連北海道地方連合会（以下「北海道地連」という。）に加盟し

ている。申立て時の組合員は２２名である。 

また、２９年５月２８日、会社に勤務する組合員２名でトーコー分会

を結成し、申立て時の同分会在籍者はＣ組合員１名である。 

(3)Ｃ組合員Ｃ組合員は、２１年７月に正社員の乗務員として入社し、２９

年９月１５日に定年退職した。業務中に他社営業車と自車の間に膝を挟

まれる事故に遭い、労災１４級の認定を受けて２８年８月１１日から２

９年７月２４日まで約１１か月間休職していた。乗務前のアルコール検

知歴や懲戒処分歴はなく、売上げに問題があったということもなかった。 

組合との関係は以下のとおりである。 

ア Ｃ組合員は、２３年９月に組合に加盟し、同月、組合員のＥ（以下

「Ｅ組合員」若しくは「Ｅ氏」という。）、Ｆ（以下「Ｆ組合員」とい

う。）、Ｇ（以下「Ｇ組合員」という。）及びＨ（以下「Ｈ組合員」と

いう。）とともに組合トーコー分会（前記１(2)の「トーコー分会」と

区別するため、本分会を以下「旧トーコー分会」という。）を結成し

た。分会執行委員長にＥ組合員が、分会書記長にＣ組合員が就任した。 

イ ２４年１０月２０日、組合旧トーコー分会を発展的に解散して、Ｅ

組合員、Ｆ組合員、Ｈ組合員及びＧ組合員とともに北海道地連の単位

労働組合としてＹ新労働組合（以下「新労組」という。）を結成した。

執行委員長にＥ組合員が、書記長にＣ組合員が就任した。 

ウ ２９年５月２８日、組合員の減少により新労組は解散し、同日、組

合に再加盟してＨ組合員とともにトーコー分会を再度結成した。分会

長にＣ組合員が就任した。同年１０月１５日にＨ組合員が自己都合で

退職し、分会組合員はＣ組合員１名となった。 

  この他、申立て現在、Ｃ組合員は、組合の執行委員及び北海道地連
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の執行委員に就任している。 

２ 会社の職制 

(1) 乗務員会社でタクシー運転業務に従事している乗務員には、正社員の

一般乗務員のほか、嘱託乗務員、高齢（７０歳以上）嘱託乗務員及び特

約乗務員の区分がある。 

ア 一般乗務員雇用期間に定めはなく、満６５歳の定年に達した日以降

最初に訪れる賃金締切日をもって退職となる。労使協定に基づく、１

年単位の変形労働時間（１週間の平均労働時間数４０時間）を適用し

ている。営業収入に対する業績給の割合（以下「歩率」という。）は

４８％である。 

イ 嘱託乗務員雇用契約期間は１年で、７０歳まで雇用契約を更新され

ることがある。就業時間等は、一般乗務員と同様であり、歩率は４７％

である。 

ウ 高齢（７０歳以上）嘱託乗務員雇用契約期間は６か月で、雇用契約

更新年齢の制限はない。勤務形態は、原則、日勤乗務のみであるが、

その他の労働条件は前記イと同様である。 

  なお、Ｃ組合員の定年退職時点では、雇用契約期間は３か月で雇用

契約更新年齢は７２歳までとされていた。 

エ 特約乗務員雇用契約期間は３か月で、雇用契約更新年齢の制限はな

い。就業時間等はは前記アと同じであるが、１か月の労働日数は１６

日以内とされており、歩率は５２％である。 

 (2) 運行管理者旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４

号）第４７条の９の規定により、会社において選任が義務づけられてい

る。会社の運行管理規程に基づき、乗務員の管理・監督、機器等の管理

及び苦情等の処理、点呼及び乗務員への指示並びに事故等異常時の処置

といった業務を行っている。 
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  Ｃ組合員の定年退職時、会社には、統括運行管理者のＩ取締役業務部

長（以下「Ｉ部長」という。）の下、業務係長のＪ（以下「Ｊ係長」とい

う。）並びに業務主任のＫ、Ｌ及びＭの４名の運行管理者がいた。 

３ 組合旧トーコー分会及び新労組と会社の労使関係組合トーコー分会の結

成前には、組合旧トーコー分会及び新労組と会社との間で、次の交渉等が

行われていた。 

(1) 有給休暇取得手続の改正に係る労使交渉有給休暇の取得手続に関し、

組合旧トーコー分会は、２４年３月７日の団体交渉（Ｄ常務及びＮ取締

役が出席）で、事前申告期限を４日前までとする取得条件の改善や突発

的な事案等があった際の事後申告を認めることなどを要求し、団体交渉

や書面のやりとりにより会社と交渉を行った。同年９月３日、組合旧ト

ーコー分会と会社は最終的な合意に達し、事前申告期限については、各

勤務出勤時刻の２４時間前までとし、突発的な事案については、事後申

請を認め、有給休暇の取得に際して使用されてきた「申請書」を「申告

書」に名称変更することになった。 

  会社が手続を是正したことで、有給休暇取得率は大幅に向上した。 

 (2) 会社が新規採用者にＹ労働組合への加入を働きかけたとする追求組合

旧トーコー分会は、２４年１１月１４日の団体交渉（Ｄ常務、Ｎ取締役

及びＯ業務次長出席）で、会社が新規採用者にユニオンショップ協定を

締結しているＹ労働組合（以下「既労組」という。）を紹介しているとし

て追求したが、会社は認めなかった。 

 (3) ポイントサービスの乗務員負担の撤廃に係る労使交渉会社は、１６年

から、乗車料金に応じて乗客にポイントを付与し、２０ポイントに達し

た時点で５００円の乗車補助券を発行するサービス（以下「ポイントサ

ービス」という。）を開始したが、ポイントサービスによって生じる割引

相当額を乗務員の月例賃金から控除し、乗務員の負担としていた。 
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組合旧トーコー分会は、２４年から会社に対し同サービスの乗務員負

担の撤廃を求め、団体交渉（主にＤ常務が対応）や書面のやりとりを通

じて交渉を行ってきた。会社は、２６年に割引相当額を乗務員の月例賃

金から控除する制度を廃止した。 

(4) アルコール検知者への会社の対応を巡る対立既労組役員２名が乗務前

にアルコール検知されたにもかかわらず懲戒処分を課されていないこと

について、２６年１０月頃に職員から新労組に相談があり、新労組は、

会社に罰則基準やアルコール検知歴の開示を求めた上で、意見書、質問

書及び要求書を提出するなどして会社を追求した。さらに２８年７月２

２日付け申入書で、会社に対して「アルコール検知」に関する罰則条項

（案）を提案したが、会社は、同年９月１６日付け回答で、厳罰主義的

な提案には賛同できないと回答した。 

  なお、運行管理者はアルコールチェックに関して厳しく対応しており、

新労組の取組をＪ係長が陰ながら応援していたことをＣ組合員は知って

いた。 

４ 会社の賃金体系の是正に係る交渉と訴訟 

(1)春闘統一要求等 

  新労組は、２９年２月２８日付け２０１７年春闘統一要求書や、同年

４月１日付け質問書などにおいて、会社の賃金体系が違法なオール歩合

制であるとして、是正を求めた。 

  また、組合は、同年８月４日の団体交渉（Ｄ社長及びＩ部長が出席）

で、会社の賃金制度がオール歩合給であり、割増賃金が適正に支払われ

ていないとして、Ｃ組合員とＨ組合員の未払賃金を２年間遡って支払う

よう要求した。この要求に対し、Ｄ社長は、未払賃金はないという認識

だと回答した。 

(2) 組合員による賃金請求訴訟 
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Ｆ組合員は、会社を自己都合で退職した後、２７年６月に会社を被告

として札幌地方裁判所に未払割増賃金の支払いを求める訴訟を提起した。

会社の賃金体系が「歩合給に時間外・深夜割増賃金を組み込んだオール

歩合給」で違法であり、本来支払われるべき割増賃金額はより多額であ

ると主張し、最高裁判所で係属している。 

  また、Ｃ組合員とＨ組合員も、３０年２月に上記と同様の訴訟を札幌

地方裁判所に提起した。 

５ 組合旧トーコー分会及び新労組の組合員の雇用継続に係る交渉経過 

２９年５月２８日にＣ組合員らが組合トーコー分会を結成する前に、組

合旧トーコー分会及び新労組と会社との間で、組合員の雇用継続の問題に

ついて、次の労使交渉が行われていた。 

(1) Ｇ組合員に関する交渉等 

  Ｇ組合員は、２１年２月に６６歳で嘱託乗務員として採用された。特

約乗務員になることを会社に求められたことから、組合旧トーコー分会

は、２３年１２月２６日、同人を嘱託乗務員として７０歳まで雇用継続

するよう要求し団体交渉（Ｄ常務及びＮ取締役が出席）を行った。会社

は、同人に限り７０歳まで嘱託乗務員として雇用することを約束した。 

(2) Ｆ組合員に関する交渉等 

  Ｆ組合員は、２１年５月に６５歳で嘱託乗務員として採用された。そ

の後、会社の求めに応じて特約乗務員となっていたが、会社からの求め

で再度嘱託乗務員として契約したことを契機に、組合旧トーコー分会は、

２４年５月２９日、同人を嘱託乗務員として７０歳まで雇用継続するよ

う要求して会社と事務折衝（Ｄ常務及びＮ取締役が出席）を行った。同

人は、７０歳を超えた２６年１１月３０日に自己都合退職した。 

 (3) Ｈ組合員に関する交渉等 

  Ｈ組合員は、２２年４月に６２歳で嘱託乗務員として採用された。当
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時、正社員の定年は６２歳であったが、会社は、２２年１１月１６日に

定年を６５歳に延長した。２４年１１月１４日及び同年１２月１２日、

同人（当時６４歳）を正社員とすることを求める団体交渉（ともにＤ常

務出席）が行われ、会社は、正社員の定年後は継続雇用義務がないので、

運用として再雇用は特約乗務員のみであり、一方で嘱託乗務員であれば

嘱託雇用を継続していく考えだと説明した。新労組は、健康に問題がな

ければ同人を７０歳まで嘱託乗務員として継続雇用するよう要求を変更

し、同人は、２９年１０月１５日に６９歳で自己都合退職するまで嘱託

乗務員として継続雇用された。 

６ 定年退職後の再雇用 

(1)退職に関する規定Ｃ組合員が定年退職した２９年９月当時、就業規則で

は、正社員の定年退職について次のとおり定めていた。なお、定年退職

後の再雇用に関することを定めた規定はない。 

  （定年）第１６条従業員の定年は満６５歳とし、定年に達した日（誕生

日の前日）以降最初に訪れる賃金締切日をもって退職とする。 

 (2) 乗務員の不足と高齢者雇用の実態 

ア タクシー業界全体に慢性的な人員不足があるなかで、会社でも乗務

員及び内勤者の人手不足は深刻であり、２９年８月までに会社は６５

歳定年後の乗務員を相当数再雇用していた。 

イ ３１年３月２５日現在、会社の乗務員１３２名のうち６５歳以上の

乗務員（嘱託・特約）は、４７名であり、割合は３３％であった。 

ウ 組合は、Ｃ組合員の再雇用問題前にどの程度の人数が定年退職後に

再雇用されていたかを具体的に把握していた訳ではなかったが、定年

退職後に嘱託乗務員又は特約乗務員として再雇用される者がいること

や再雇用された場合の労働条件を承知しており、Ｃ組合員は、重大事

故を起こしたなどの特別な問題や健康面の問題がなければ、６５歳定
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年後に再雇用されるという認識を持っていた。 

 (3) 定年退職者の再雇用手続 

ア 会社は、定年を迎える正社員の乗務員に対し、定年到達日の３か月

前までに「定年のご通知」を業務部長又は業務次長（以下「現場長」

という。）から該当者に渡していた。 

イ 「定年のご通知」を受け取った乗務員は、定年退職後も再雇用を希

望する場合には、嘱託乗務員と特約乗務員のどちらを希望するかも合

わせて、現場長にその旨を伝えることになっていた。 

ウ 定年退職を迎える乗務員から再雇用の希望があった場合、再雇用の

判断の基準は特になかったものの、会社は、運行管理者の意見を聴い

た上で、最終的な判断をしていた。 

エ 運行管理者は、単に再雇用の賛否のみを意見として現場長に伝え、

具体的な理由までは求められない慣例だった。 

オ 会社は、運行管理者の判断を最も重視しており、これまで運行管理

者の意見を無視した判断をしたことはなかった。 

カ 会社は、前記ウないしオの手続を遅くとも２６年１月から取り始め

ていたが、乗務員に知らされることはなく、組合は本手続により再雇

用が決定されることを２９年８月４日の団体交渉で知った。 

 ７ Ｃ組合員について会社が取った手続 

(1) Ｃ組合員への定年通知と再雇用の申込み 

Ｉ部長は、２９年６月１５日付けで、「定年のご通知」をＣ組合員に

交付した。同文書には、Ｃ組合員が同年９月１３日で満６５歳になるこ

とから、就業規則第１６条の規定により同月１５日をもって定年退職と

なる旨が記載されていた。その際、Ｃ組合員は、Ｉ部長に対し、定年後

に嘱託乗務員としての再雇用を希望する旨を申し入れた。 

(2) 運行管理者への意見聴取と会社代表者の判断 
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ア Ｊ係長は、Ｃ組合員が復職した２９年７月２４日より後に、朝のミ

ーティングでＩ部長からＣ組合員が再雇用を希望していることを知ら

された。Ｊ係長は、その場でＩ部長に単に反対とのみ意見を伝えた。 

イ Ｄ社長は、２９年７月末頃にＩ部長から、Ｃ組合員が再雇用を希望

していること及び再雇用すべきという意見の運行管理者が一人もいな

かったことの報告を受けた。 

ウ Ｄ社長は、運行管理者の意見を重視して、Ｃ組合員を再雇用しない

と決定した。なお、決定に当たり運行管理者の意見の具体的な根拠を

特に聴くことはなく、また、Ｃ組合員の売上げ等の業績は考慮に入れ

なかった。 

 ８ Ｃ組合員の再雇用に関する団体交渉等 

(1) ２９年８月４日の団体交渉及び同日付け組合の要求書に対する会社の

回答 

ア 組合は、会社に対し、２９年７月１５日付け文書で、Ｃ組合員の定

年後の再雇用問題等を議題とする団体交渉を申し入れ、同年８月４日

に団体交渉が行われた。会社からは、Ｄ社長及びＩ部長が出席した。 

イ 組合は、団体交渉の冒頭において、２９年８月４日付け要求書を提

出し、Ｃ組合員を定年退職後に嘱託職員として再雇用することなど３

つの事項を要求した。 

ウ 会社は、団体交渉において、２９年８月４日付け「６５歳到達後の

再雇用可否について」と題する文書をＣ組合員に交付し、Ｃ組合員を

再雇用しない旨を回答した。同文書には、「貴殿の再雇用可否に関し

当社全役職者の意見を集約したところ、誠に残念ではございますが会

社から再雇用の申入れをするとの結論には至らずお申し出にはお応え

できません」、「また、法的には当社就業規則に定める６５歳までの雇

用義務を果たしており、それを超える雇用については会社の裁量とな
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りますことを申し添えます。」と記載されていた。 

エ 交渉において、組合Ｐ書記長（以下「Ｐ書記長」という。）の「そ

ういう方（再雇用されている方）を決めるときに総合的にどなたが判

断するんですか？」との問いに対し、Ｄ社長は「役職付いた人間特に

運行管理者が一番メインですけど、一人一人から意見を聞きます。」、

「基準自体はない」が、「最終的には私が判断する。」と回答した。続

くＣ組合員を再雇用しないと判断した理由として「それとも売り上げ

が悪いとか。」とのＰ書記長の問いに、Ｄ社長は「いいえ、そう云っ

た問題は・・やっぱり普段相対してての問題だと思うんですけど。」

と回答した。 

オ 会社は、前記イの要求書に対して２９年８月１２日付け文書で、「定

年後の再雇用については、新たな労働契約を締結することであり、内

容につき使用者、労働者双方の合意が必要とされ、使用者が労働者を

再雇用するか否かを任意に決定し得るものです。弊社としては定年を

迎える方全員を再雇用することは考えておりません」と回答した。 

 (2) ２９年９月７日付け要求書及び会社の回答 

ア 組合は、会社に対し、２９年９月７日付け要求書で、Ｃ組合員の再

雇用拒否に合理性はなく、組合活動の中心的存在であるＣ組合員を嫌

悪し、職場から排除することが目的であるとして、再雇用拒否回答を

撤回し、６５歳定年後も引き続き再雇用するよう要求した。 

イ 会社は、２９年９月１３日付け回答書で、「Ｃ氏との関係では当社

は特に新規雇用契約の締結を希望しなかったに過ぎませんから、契約

締結をしなかった理由について、従業員を解雇する場合のような合理

的な理由が求められるものではない」とした上で、「当社としては、

定年を６５歳と定めて正社員の雇用確保を図ることで法令上必要な雇

用義務は果たしている」ことから、組合の要望に応じられないと回答
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した。 

 (3) ２９年９月２５日付け要求書及び会社の回答 

ア 組合は、会社に対し、２９年９月２５日付け要求書で、「Ｃ組合員

の再雇用を拒否した明確な理由について再度、書面にて明確に回答」

すること及び「６５歳定年後、再雇用を希望した社員のうち、再雇用

した社員数と再雇用を拒否した社員数を過去３年に遡って、その総数

を書面で提出」することを要求した。 

イ 会社は、２９年１０月２日付け文書で、「Ｃ氏の件についてはどの

運行管理者からも再雇用すべきであるという意見が出なかったという

事実を述（ママ）べたました」、「原則として６５歳定年までに退職金

も清算し雇用が終了したことを前提としており、弊社から再雇用の申

し入れに至らなかったに過ぎませんので、過去の実績データの詳細を

ご説明する必要性はないと考えてます。繰り返しとなりますが、再雇

用の採否の決定が、労使慣行や労働慣行になっているという認識は弊

社にはございません」と回答した。 

 (4) ２９年１０月２３日の団体交渉 

ア 組合は、会社に対し、２９年１０月１６日付け文書で、Ｃ組合員の

定年後の再雇用問題等を議題とする団体交渉を申し入れ、同月２３日

に団体交渉が行われた。会社からは、Ｉ部長及びＱ総務次長が出席し

た。 

イ Ｐ書記長は、「最後にもう一度要求なんですけれど、（略）再雇用さ

れた従業員の数と、それから再雇用を拒否した従業員の数をですね、

やっぱり明らかにして欲しい」と要求し、その理由について「我々と

して実態を把握したいと云うことなんで先ほどの其の・・まあ相当数

雇い入れを、再雇用したと、こう話してますので」、「後は客観的にで

すね不当労働行為とか、我々は考えていますけど、其れを、第三者に
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判断して頂く大きな一つの客観的な基準になると思いますんで、此は

ですね再度要求します」と説明した。 

  これに対し、Ｉ部長は、「其の部分につきましては、持ち帰って、

ちょっと改めて、Ｐさんの方にお出しします。」と回答した。 

ウ 会社は、２９年１０月３０日付け文書で、６５歳定年制実施から７

年しか経過しておらず、また再雇用されていない者もおり、会社には

定年退職者を原則再雇用するというルールはないとした上で、「６５

歳定年で退職した方を採用するかどうかは会社の裁量で決定できる（採

用するかどうかについて理由は問われない）と考えておりますので、

現時点で他の方の採用状況などについてもお伝えする考えはありませ

ん」と回答した。 

９ 組合掲示板に関する事実 

(1) 組合掲示板に係る会社との合意組合と会社は、２９年８月４日付けで

締結した労使基本合意書（以下「合意書」という。）において、組合掲示

板に係る次の取決めをしていた。 

ア 会社は、会社事務所内に、組合掲示板の設置を認める。 

イ この合意書は、労使双方からの改善の意思表示がない限り、１年毎

に自動更新するものとする。 

 (2) ２９年９月末頃に組合が掲示板に掲示した文書 

  組合は、２９年９月末頃、「Ｙで働く仲間の皆様へ」と題する次の内容

の文書を組合掲示板に掲示した。 

  Ｙで連日の激務に従事する仲間の皆様、大変ご苦労様です。 

  Ｙで働く皆さんは、もうすでに会社による掲示等で、すでにご存じの

（原文ママ）こととご存じのことと思います。 

  会社は、当労組トーコー分会長Ｃが要求した６５歳定年後の再雇用要

求を拒否しました。 
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  しかし会社による再雇用拒否は、就業規則及び実態に照らして根拠が

無く全く不合理なものです。 

  トーコー分会は、会社賃金制度が完全オール歩合で、時間外手当や深

夜手当が払われていないため、２年前に遡って時間外手当・深夜手当を

支払うように要求しています。 

  月間８０時間程度の時間外労働をしている乗務員なら１００万～１５

０万円の請求になります。 

  又、会社は、当労組との交渉において、有給休暇取得条件の改善、乗

務員によるポイントサービス運用経費控除の撤廃、乗務員による事故等

の営業車修理費負担制度の撤廃、最低生計費を考慮した新賃金体系の構

築（未決）、７０歳以上の高齢者の再雇用（７２歳迄日勤に限る）、新営

業形態の構築による新賃金形態の構築（未決）等々の問題について解決

を先延ばししています。 

  会社は、トーコー分会を職場から無くす目的でＣ分会長の再雇用を拒

否したのです。これは労働組合潰しの不当労働行為であり許されません。 

  組合は、北海道労働委員会への救済申立て及び地位確認訴訟の準備を

進めています。 

  仮に当労組が消滅した場合、皆さんと一緒に勝ち取ってきたものが０

になるとしたら・・・当労組は絶対にこれを、許すことはできません。 

  トーコー分会は、会社に対し乗務員の労働条件改善を求め徹底してた

たかってきました。 

  Ｃ分会長の再雇用を求める運動、未払い賃金請求のたたかいに職場の

皆さんのご支援をよろしくお願いします。 

  なお未払時間外・深夜手当を請求したい方は、分会長のＣもしくは、

Ｘ組合 （〔電話番号〕Ｐ）へご連絡ください。 

  （掲示者）Ｘ組合トーコー分会 
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(3) ２９年１０月１３日付け会社の抗議文書 

  会社は、組合が「Ｙで働く仲間の皆様へ」と題する文書を掲示したこ

とに対し、２９年１０月１３日付け文書で次のとおり抗議した。 

  貴組合による掲示は、事実に反するばかりか、事実誤認に基づいてい

たずらに労使紛争を煽る内容であり看過できません。 

  Ｃ氏、Ｈ氏がＸ組合に加盟して以降、団体交渉は一度しか行っておら

ず、主な内容はＣ氏の再雇用可否についてでありました。 

  時間外手当、深夜手当の要求と記載されておりますが、別件裁判でも

当社の賃金体系を違法なオール歩合であるとした上での和解勧試等は一

切行われておらず、支払命令も示されておりません。しかも貴組合とは

新賃金体系について一度も協議を行っておりません。 

  こうした中で、あたかも会社が不正に残業手当、深夜手当を支払わず

に一人当たり１００万円から１５０万円は請求できる旨の掲示は社内秩

序を乱そうとすることに他ならず、誠実な労使交渉を自ら放棄するもの

と受け止めざるを得ません。かかる事実誤認に基づく喧伝行為は即時中

止するよう強く求めます。 

  また、貴組合員のＨ氏から、去る１０月４日、一身上の都合により平

成２９年１０月１５日を以て退職する旨の届出があり、会社はこれを受

理しました。Ｃ氏も平成２９年９月１５日付けで定年退職となっており、

貴組合員在籍者は０名となりますので、組合としての団体性は喪失して

いるものと考えます。速やかに貴組合掲示板の撤去を要求します。 

 (4) ２９年１０月２３日の団体交渉及び同日付け要求書 

  前記８(4)アの団体交渉で、組合は、トーコー分会はまだ存続している

として、合意書を踏まえ、Ｃ組合員が職場に入り、掲示板の掲示物を貼

り替えることを拒否しないよう要求した。 

  また、２９年１０月２３日付けで要求書を提出し、会社が合意書を無
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視して組合掲示板の撤去を要求することは労働組合に対する支配介入に

当たると指摘し、同月１３日付け抗議文書を撤回し、不当労働行為を再

び行わないことを誓約し謝罪するよう求めた。 

 (5) ２９年１０月３０日付け会社の回答会社は、２９年１０月３０日付け

文書により、組合掲示板に関する要求について、会社の組合在籍者が０

名となり、組合としての団体性は喪失し、組合が掲示板を使用する理由

はなくなったとして組合の要求を拒否した。 

 (6)組合掲示板の現状 

令和２年５月１５日現在、組合掲示板は撤去されておらず、会社が組

合に対し、掲示の即時中止を要求した「Ｙで働く仲間の皆様へ」と題す

る文書（甲２３）も、組合掲示板に掲示されたまま残されている。 

１０ 本件審査開始後に明らかになった事実 

(1)再雇用資料の提出 

ア 会社は、本件審査で２６年１月から２９年９月までの再雇用資料を

証拠として当委員会に提出し、組合もその内容を知るところとなった。 

イ 再雇用の実績 

(ｱ) 会社は、２６年１月から２９年９月の間に定年を迎え再雇用を希

望した２９名の乗務員について、前記６(3)ウないしオの手続によ

り再雇用の可否を決定していた。嘱託乗務員１９名、特約乗務員５

名の合計２４名を再雇用し、再雇用された者は、再雇用希望者の８

２．７％に当たる。 

(ｲ) 前記(ｱ)の再雇用希望者２９名のうち、Ｃ組合員以外に４名の再

雇用を断っている。本件審査の過程で会社は、当該４名は、業務に

おいての指示命令に従わない行動が多々見受けられた者、会社の秩

序、風紀を乱すような行動、言動が多々見受けられた者、社内での

暴行、傷害行為があった者であり、再雇用の必要なしと判断したこ
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とを明らかにした。 

 (2) 運行管理者の判断根拠を示す資料の提出 

ア 会社は、本件審査で「再雇用に至らなかった根拠となる業務部４名

の意見」を立証趣旨とする「Ｃ氏の定年後の再雇用について」（以下

「乙２号証」という。）を証拠として当委員会に提出した。 

  乙２号証には、運行管理者が判断根拠としたＣ組合員に関する出来

事（以下「エピソード」という。）として、①２６年６月６日に新労

組掲示板の掲示物が破棄され、Ｃ組合員が警察に通報したことで会社

業務に支障が出たこと、②２８年６月の社内人事掲示にＣ組合員が激

怒し、大声での主張をやめなかったこと、③２８年６月２０日にＣ組

合員が出勤拒否をしたこと及び④配車を巡りＣ組合員が運行管理者に

文句を言ったことが取り上げられており、さらにまとめとして「長い

間Ｃ氏個人を見てきましたが、殆どの乗務員は社内的に健全な明るい

環境を求めているのに対し、Ｃ氏にはそれは見受けられない、逆に環

境が悪化する問題行動の多い人物ではないかと思っています。（中略）

今までの経緯からＣ氏に対しては一緒に働くのは難しいという思いを

抱いていましたので、会社から再雇用申入れの要望を聞かれても、皆、

再雇用申入れをすべき人物とは思えないと回答した」と記載されてい

た。 

イ 乙２号証は、本件救済申立て後にＤ社長が、Ｉ部長を通して運行管

理者にＣ組合員の再雇用に反対した根拠を示してほしいと依頼して作

成した。Ｄ社長は、乙２号証を当委員会に提出する前に内容を確認し

て、「感想としては、正直、ここまでかと思う部分もあった」が、自

分が手を加えてしまうと運行管理者たちのものと違うものになってし

まうと考え、一切手を加えずに原文のまま提出した。 

ウ Ｊ係長を始め運行管理者は、Ｃ組合員の再雇用に反対した根拠につ
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いて、思い出したことや気づいたことをレポートにまとめてＩ部長又

はＱ総務次長に提出した。会社は提出されたレポートを集約して乙２

号証を作成し、４人の運行管理者は乙２号証の記載内容を確認した上

で押印した。 

(3) 乙２号証に記載されたエピソードに係る事実 

ア エピソード①（新労組掲示板の掲示物が破棄されＣ組合員が警察に

通報したことで会社業務に支障が出たこと） 

(ｱ) 新労組は、一般組合員からの提起により、執行委員長であったＥ

組合員の除名を臨時大会で決定した。新労組は、Ｅ組合員に反論の

機会を設けて通知していたが、全く対応がなかったことから、除名

処分の告知を組合掲示板で行うことにした。 

(ｲ) ２６年６月６日、新労組が組合掲示板にＥ組合員を除名する通告

文書を掲示したところ、Ｅ氏は、Ｒに指示して、当該掲示文書を破

棄した。 

(ｳ)その場に居合わせていた運行管理者のＪ係長とＫ業務主任は、新

労組の新たな執行委員長に就任したＦ組合員に掲示物が破棄された

ことを伝えた。 

(ｴ) すぐに新労組のＦ組合員、Ｃ組合員及びＨ組合員が現場に駆けつ

けた。Ｃ組合員ら３人は協議した結果、掲示物が無断で破棄された

ことを器物破損で警察に通報することになり、執行委員長であるＦ

組合員若しくは書記長であるＣ組合員のいずれかが、Ｊ係長ら運行

管理者の前で警察に連絡した。 

(ｵ) 豊平警察署の刑事が会社を訪れて現場確認を行い、Ｃ組合員らの

事情聴取をするとともに、後日の目撃者への事情聴取の協力を要請

して帰った。その後、警察において器物損壊罪として立件する方針

となり、Ｑ総務次長とＪ係長の事情聴取が行われた。 
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  Ｊ係長は、豊平警察署で延べ３日間の取調べを受けたが、警察の

指定日時に出頭するために出番を替わってもらう必要が生じるなど

したことから、会社や他の運行管理者に多大な迷惑をかけたと考え

た。組合内部の問題に自分や会社が巻き込まれたことに納得できず、

組合内の話合いで解決するべきであったとの思いを強く持ち、大変

迷惑に思った。また、この件でのＣ組合員の様子が、新労組内部の

いざこざで会社業務を停滞させても平気という感じであり、大きな

違和感を感じた。 

(ｶ) Ｃ組合員は、事件後、Ｊ係長及びＱ次長に事情聴取の応じてもら

ったことへの謝意を伝え、また、Ｏ業務次長に起訴猶予処分になっ

た等の経過を説明した。 

イ エピソード②（２８年６月の社内人事掲示にＣ組合員が激怒し、大

声での主張をやめなかったこと） 

(ｱ) ２７年１１月３０日、Ｈ組合員は、勤務中に単独事故を起こし、

Ｏ業務次長に呼び出された。その際、Ｏ業務次長によるＨ組合員へ

のパワーハラスメントがあったとして、新労組は会社に抗議文を提

出し、会社は新労組に対し、Ｏ業務次長の言動について同人に厳重

注意を行い今後の指導法を再度確認した旨を文書で回答した。 

  また、同年１２月７日、Ｃ組合員とＯ業務次長との間で上記抗議

を巡る口論からもみ合いになったが、その場に居合わせたＱ総務次

長が止めに入ったことで大事には至らずに終わった。 

(ｲ) ２８年６月１５日、会社は、Ｏ業務次長を関連会社の太洋ハイヤ

ーの取締役業務部長に異動させる旨の社内人事掲示を行った。同日

午後５時過ぎ、１階乗務員控室で乗務員５～６名と話をしていたＣ組

合員は、「敵前逃亡は許さない」等の発言をしたが、耳が難聴気味

であったことに加え、Ｏ業務次長の栄転人事への憤りから、部屋中
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に伝わる大声になった。 

(ｳ) 近くに居合わせたＱ総務次長は、Ｃ組合員に３階の事務所で話を

しようと声をかけたが、Ｃ組合員は話すことはないと断わり、その

後は静かになった。 

(ｴ) Ｊ係長は、近くで夜勤の出勤者を点呼していたことから、Ｃ組合

員の発言を直接耳にした。これから仕事に行こうという乗務員がい

る中で、Ｃ組合員が乗務員控室で騒いでいることを目の当たりにし

て、わざわざ乗務員控室で大声を張り上げる必要もないと不快感を

抱くとともに、Ｃ組合員は自身の言動を間近で見聞きさせられた他

の従業員が不快な思いをするということが感じられない人だと思っ

た。 

ウ エピソード③（２８年６月２０日にＣ組合員が出勤拒否をしたこと） 

(ｱ) Ｃ組合員は、前記イ(ｲ)に係るＯ業務次長の人事異動問題に関連

して、２８年６月２０日の勤務を拒否したが、翌日、会社に謝罪し

た。 

(ｲ) ２８年６月２０日の出番であった運行管理者は、業務日誌にＣ組

合員が、「乗務拒否」をしたと記載した。 

(ｳ) Ｃ組合員は、審問において、２８年６月２０日に会社を休んだこ

とは事実であるが、乗務拒否をしたという記憶はないと証言した。 

(ｴ)給与計算のために総務で作成する出勤表では、「無断欠勤」ではな

く「私事欠勤」と整理された。なお、Ｊ係長は、Ｃ組合員の欠勤が

このように整理された事情を承知していなかったが、出番の運行管

理者が、業務日誌に「乗務拒否」と記載したのはよほどのことだと

受け止めていた。 

(ｵ)会社は、２８年９月１６日付け文書で、組合に対し、Ｃ組合員に

よる一連の行動が組合活動の一環としてなされたものか回答を求め
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たが、組合は、特に回答しなかった。 

エ エピソード④（配車を巡りＣ組合員が運行管理者に文句を言ったこ

と） 

(ｱ) 会社では、既労組からの提案を受けて、あらかじめ乗務員が担当

する車を決めて配車業務を行っていたところ、新労組は、会社に対

して、「運行係において決定的な配車根拠を見いだされる状況にな

いまま或る一定の乗務員に対し一定した配車が、良いにつけ、悪い

につけ実施されていることに異議」があるとして、不公平配車を是

正するよう申入れを行っていた。 

(ｲ) 会社は、Ｃ組合員が運行管理者に対して「入ったばかりの人間に

新車を担当させる、既労組に泣付けば何でもＯＫか」と発言したこ

とを運行管理者への暴言であるとして、２８年９月１６日付け文書

で新労組に抗議した。 

(ｳ) 新労組は、暴言との指摘に対し、「一定した基準を明確に提示し

当組合だけでなく乗務員が納得いく説明をしたうえで適正な配車を

すべきとの指摘であり、言葉足らずで意図が伝わらなかったとした

らお詫び申し上げますが、此の申入れは乗務員の意見の代弁でもあ

ります。」と２８年９月２３日付け文書で会社に回答した。 

(4) 運行管理者の判断根拠に対するＤ社長の評価 

ア 運行管理者がＣ組合員の再雇用に反対した具体的根拠は、当委員会

に提出された乙２号証で初めて明らかになった。ただし、Ｄ社長は、

何か問題があったときには、その都度、現場長から報告を受けており、

乙２号証に記載されたエピソードも承知していた。 

イ Ｄ社長は、審問において、乙２号証に記載されたエピソードに大筋

では事実誤認はないと考えること、また、それらがＣ組合員の再雇用

を認めない理由として相当だと考えることを述べた。 
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(5) Ｄ社長が新たに提出したＣ組合員に関する出来事Ｄ社長は、陳述書（乙

３６）において、Ｃ組合員に関する業務上の報告で印象的だったものと

して、「業務中タクシー車両で人を撥ねた後、会社への報告もなしに被害

者を『回送表示』にして病院に連れて行ったこと」（以下「新エピソード」

という。）を挙げた。これに対し、Ｃ組合員は人身事故について記憶はな

いと反論した。 

  審問で、Ｄ社長は、人をひいたとの言葉を訂正し、本件は、乗客が乗

車時にタクシーのドアに手指を挟んだ事故であったとした上で、Ｃ組合

員が被害者を病院に連れて行った後、回送表示で被害者宅に送り届けた

ことは問題であったとの認識を示したが、Ｄ社長の判断でＣ組合員から

の始末書は取らなかったと陳述した。 

第４ 当委員会の判断 

１ 争点１について 

  組合は、会社が、定年退職したＣ組合員の再雇用の申し込みを不当に拒

否したことは、労働組合の組合員であること若しくは労働組合の正当な行

為をしたことの故をもって行われた不利益な取扱いであり、また労働組合

の運営に対する支配介入であると主張するので、以下検討する。 

(1)定年退職者を再雇用する際の使用者の裁量使用者には、法律その他によ

る特別の制限がない限り、採用の自由が認められているところ、一般的

には、雇用するか否かは、使用者の裁量に委ねられているということが

できる。しかしながら、新規採用ではなく、既に雇用関係にある組合員

を定年退職後再雇用する場合であって、当該組合員が再雇用を期待する

ことも無理からぬ事情がある場合には、使用者の裁量は一定の制約を受

けるものと解すべきである。そして、再雇用されることが労使慣行若し

くは通例（以下「労使慣行等」という。）となっていたり、組合員が再雇

用されることについて合理的な期待を有していたりするにもかかわらず、
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当該組合員の組合活動を理由に再雇用を拒否するといった不利益な取扱

いを行ったような場合には、法第７条第１号の不当労働行為が成立する。 

(2) 定年退職者を再雇用する労使慣行等の有無について 

  本件において、会社の就業規則等には定年退職後に再雇用する規定は

ない（前記第３の６(1)）。そこで、定年退職者を再雇用する労使慣行等

が認められるか、以下検討する。 

  民法（明治２９年法律第８９号）第９２条により法的効力のある労使

慣行が成立していると認められるためには、①同種の行為又は事実が一

定の範囲において長期間反復継続して行われていたこと、②労使双方が

明示的にこれによることを排除・排斥していないこと、③当該慣行が労

使双方の規範意識によって支えられていることを要し、④使用者側にお

いては、当該労働条件についてその内容を決定し得る権限を有している

者か、又はその取扱いについて一定の裁量権を有する者が規範意識を有

していたことを要すると考えられる。 

  この点、組合は、Ｇ組合員、Ｆ組合員及びＨ組合員に関する団体交渉

時のやりとり及びその交渉結果から、組合と会社との間では、６５才以

上の乗務員の雇用（再雇用）について、７０才までの継続雇用が確認さ

れていたと主張するが、これらの交渉はすべて有期雇用契約である嘱託

乗務員の雇用に関するものであって、正社員の定年退職後再雇用に関す

るものではない。組合から正社員の再雇用問題についての申入れは、Ｃ組

合員の再雇用が問題となるまで一度もないことが確認でき（前記第３の

５(1)ないし(3)）、会社はＣ組合員の再雇用要求に対して定年退職者全員

を再雇用することは考えていないと文書で回答している（前記第３の８(1)

オ）。 

  以上の点を考慮すると、組合が主張する定年退職者を再雇用するとい

う労使慣行等を認めることはできない。 
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(3) Ｃ組合員の再雇用への期待の合理性の有無について 

  Ｃ組合員の再雇用への期待が合理的なものであったか、以下検討する。 

  まず、Ｃ組合員は、定年退職した乗務員が嘱託職員若しくは特約乗務

員として再雇用されていることを把握しており、現に、本件審査開始後

に会社が提出した再雇用資料等によれば、会社は２６年１月から２９年

９月までの間の再雇用希望者２９名のうち２４名を再雇用し、乗務員の

３３％は６５才以上であった（前記第３の６(2)アないしウ、１０(1)イ(ｱ)

及び(ｲ)）。会社が定年退職者の再雇用手続を乗務員に知らせていなかっ

たこと（前記第３の６(3)カ）を合わせ考慮すると、限られた情報しか入

手できなかった組合が、定年退職後の正社員は特段の問題がなければ再

雇用されるのが会社の一般的な取扱いであると理解していたとしても仕

方のないことであったということができる。 

  また、Ｃ組合員は、２１年７月に入社して以来、アルコール検知歴や

懲戒処分歴はなく、売上げに問題があったということもなかった（前記

第３の１(3)本文）。 

  以上のことを考慮すると、Ｃ組合員の再雇用への期待は、合理的なも

のであったと認めることができる。 

(4) 不当労働行為の成立に係る検討不利益取扱いの不当労働行為は、①使

用者が、労働者が労働組合の組合員であること若しくは労働組合の正当

な行為をしたことの事実を認識し、②その事実の故にその労働者に不利

益な取扱いをしようとの意欲を持ち、③その意欲を実現するという行為

である。かかる行為に該当するか否かは、間接事実から総合的に判断さ

れる。 

  この点につき、Ｄ社長は、常務就任時から多くの団体交渉に出席して

いたため（前記第３の３(1)ないし(3)、４(1)、５(1)ないし(3)）、Ｃ組

合員が組合の中心人物の一人で、組合活動の先頭に立って活動していた



- 29 - 

こと（前記第３の１(3)アないしウ）を認識していたことは明らかである。 

  また、前記(3)のようにＣ組合員の再雇用への期待は合理的なものであ

ったと認められるところ、会社は、Ｃ組合員を再雇用しないという不利

益な取扱いを決定している。 

  そこで以下では、上記②に関し、会社が、Ｃ組合員が労働組合の組合

員であること若しくは労働組合の正当な行為をしたことの故に不利益な

取扱いをしようとの意欲を持ったと評価できるかどうか検討する。 

ア 会社の意思決定に係る検討の対象会社は、定年退職を迎える乗務員

から再雇用の希望があった場合、運行管理者から再雇用に賛成か反対

か意見を聴いた上で、再雇用するかどうかにつき最終的な判断をして

きた（前記第３の６(3)アないしオ）。そして、Ｃ組合員についても、

運行管理者の意見を聴いたところ、再雇用すべきという意見はなく、

この結果をもとに会社は、再雇用しないという最終的判断を行った（前

記第３の７(1)、(2)アないしウ）。その際、運行管理者が再雇用に反

対した具体的な根拠までは聴いていなかった（前記第３の７(2)ウ）。 

  この点につき、会社は、単に運行管理者の意見に従ったに過ぎない

のであるから、反組合的意識に基づきなした判断とはいえないと主張

する。しかしながら、再雇用可否の判断に際し、会社において上記の

ような手続が採られていたのであれば、会社が形式的に運行管理者の

意見に従って最終的に判断したことのみを取り上げて、不当労働行為

意思の有無を判断するのではなく、運行管理者の判断から会社の最終

的判断に至る一連の過程を会社の意思決定とみるべきであり、運行管

理者の判断も検討の対象として不当労働行為意思の有無を検討するの

が相当である。 

イ 運行管理者の判断について 

  運行管理者がＣ組合員の再雇用に反対した根拠を示す資料として、
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乙２号証が当委員会に提出された（前記第３の１０(2)ア）。 

  乙２号証は、本件申立て後に会社が作成したものであるが、作成の

経緯（前記第３の１０(2)イ及びウ）からは、会社からＣ組合員の再

雇用について意見を求められた当時の運行管理者の実際の考えを反映

したものであると評価することができ、また、審問においてＤ社長は、

乙２号証の記載内容に異存ない旨を述べている（前記第３の１０(4)

ア及びイ）。 

  これらのことから、以下、乙２号証の記載内容に基づき、運行管理

者の不当労働行為意思の有無について検討する。 

(ｱ) エピソード①（新労組掲示板の掲示物が破棄され、Ｃ組合員が警

察に通報したこと）を判断根拠としたことについて 

  確かに本エピソードは、組合掲示板に掲示した除名通告文書の破

棄に関わるものであり（前記第３の１０(3)ア(ｱ)ないし(ｴ)）、組合

活動を背景とするものであるということができる。 

  しかしながら、運行管理者が問題としているのは、組合活動その

ものではなく、組合内部の問題が警察による取調べに発展し、目撃

者が警察の取調べを受けるため、急な出番の交代等で会社の業務運

営に一定の支障が生じることになったにもかかわらず平然としてい

たなどのエピソード発生時のＣ組合員の態度等である（前記第３の

１０(3)ア(ｵ)）。Ｃ組合員はＪ係長らに後日謝意を伝えた（前記第

３の１０(3)ア(ｶ)）とするが、本エピソードをＣ組合員の再雇用に

反対した根拠としたことが、反組合的意図ないし動機の現れである

とまで評価することはできない。 

(ｲ) エピソード②（２８年６月の社内人事掲示にＣ組合員が激怒し、

大声での主張をやめなかったこと）を判断根拠としたことについて 

  本エピソードは、組合員に対する会社の指導のあり方に端を発す
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るものである（前記第３の１０(3)イ(ｱ)ないし(ｳ)）が、Ｃ組合員

の再雇用について運行管理者が問題としたのは、会社の人事に関し

て、周囲の迷惑を顧みることなく、乗務員控室において大声で抗議

するなどの言動を取ったこと（前記第３の１０(3)イ(ｴ)）について

であり、組合活動自体を否定的に捉えたものではない。したがって、

この点を再雇用に反対した根拠としたことが、反組合的意図ないし

動機の現れであるとまで評価することはできない。 

(ｳ) エピソード③（２８年６月２０日にＣ組合員が出勤拒否をしたこ

と）を判断根拠としたことについて 

  本エピソードは、Ｃ組合員が２８年６月２０日に出勤しなかった

ことにつき、運行管理者は「無断欠勤」と認識していたものの、最

終的に会社が「私事欠勤」と整理したものである（前記第３の１０

(3)ウ(ｱ)ないし(ｵ)）。この日のＣ組合員の欠勤が組合活動の一環で

あると認めることは困難であり、また、運行管理者が、本エピソー

ドを再雇用に反対した根拠としたのは、業務日誌に「乗務拒否」と

記載されたのはよほどのことであると受け止めたからであって、反

組合的意図ないし動機の現れであるとまで評価することはできない。 

(ｴ) エピソード④（配車を巡りＣ組合員が運行管理者に文句を言った

こと）を判断根拠としたことについて 

  本エピソードは、新労組から会社に対する配車方法に関する申入

れを背景とするものであり、その意味では組合活動との関連性は認

められる（前記第３の１０(3)エ(ｱ)ないし(ｳ)）が、Ｃ組合員の再

雇用について運行管理者が問題としたのは、この配車方法に関する

やり取りがなされた際のＣ組合員の言動や態度であって、組合活動

そのものを直接問題視している訳ではない。そして、このときのＣ組

合員の発言について、新労組からも謝罪の意思が表明されているこ
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とをも合わせ考えると、当時のＣ組合員の言動には、組合活動から

離れた固有の問題があったことは否定できない。したがって、この

点を再雇用に反対した根拠としたことが、反組合的意図ないし動機

の現れであるとまで評価することはできない。 

(ｵ) 小括以上のように、乙２号証に記載されたエピソードには、組合

と会社の対立が背景にあるものが多いが、Ｊ係長を始めとする運行

管理者は、組合の活動内容やＣ組合員が組合で担っていた役割を捉

えて再雇用の判断をしたものではなく、Ｃ組合員の態度や言動を重

視して、職場秩序を乱す問題行動の多い人物と判断したものである

と認められる。また、アルコールチェック問題では、Ｊ係長が運行

管理者として新労組の取組を応援していたことはＣ組合員も知ると

ころであり（前記第３の３(4)）、このことからもＪ係長ら運行管理

者が新労組や組合を普段から嫌悪していたということもできない。 

  したがって、運行管理者が、Ｃ組合員が労働組合の組合員である

こと、若しくは労働組合の正当な行為をしたことの故をもって、Ｃ組

合員の再雇用に反対したとまではいうことはできない。 

ウ その他の事情について 

  組合は、乙２号証に現れている事情のほか、これまでの会社との交

渉の経過にも、会社の反組合的態度が表れていると主張するので、会

社の組合への対応などから不当労働行為意思の有無について検討する。 

(ｱ) まず、Ｃ組合員らが、２３年９月に組合旧トーコー分会を結成し

て以降、当該分会や新労組と会社との間で多くの交渉が行われてき

た（前記第３の３(1)ないし(4)）。会社からは、当時常務であった

Ｄ社長自身が出席したことも多く、交渉の結果、会社は有給休暇取

得手続の改正やポイントサービスの乗務員負担の撤廃などの改善を

行い（前記第３の３(1)及び(3)）、また、Ｃ組合員の再雇用を議題
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とする団体交渉にＤ社長が出席し、その後も組合からの文書での要

求に対し文書で回答している（前記第３の８(1)アないしエ、(2)ア

及びイ）。以上の経緯において、日頃から当該組合の存在や組合活

動を嫌悪していたというような事情を認定できる事実は確認できな

い。 

(ｲ) 次に、組合が求めるオール歩合給の是正に関して、２７年６月に

Ｆ組合員が、３０年２月にＣ組合員及びＨ組合員が、会社に対して

未払賃金の支払いを求める訴訟を提起しており（前記第３の４(2)）、

組合は、この訴訟提起により会社が組合活動に嫌悪を抱いたと主張

する。 

  しかしながら、会社がＣ組合員の再雇用を拒否したことを同組合

員に通知したのは、訴訟提起前の２９年８月４日であり（前記第３

の８(1)ウ）、それ以前から、未払賃金を巡って組合と会社が交渉し

ていたこと（前記第３の４(1)）を考慮しても、Ｃ組合員の再雇用

問題との関係性においては、組合の主張を認めることはできない。 

(ｳ) さらに、Ｄ社長の陳述書（乙３６）において、新エピソードを取

り上げたこと、その後、新エピソードにはＤ社長の思い違いが含ま

れていたことが明らかになったこと（前記第３の１０(5)）につい

て、組合は、会社のＣ組合員への強い害意が読み取れ、不当労働行

為意思を強く推認させる事情であると主張する。しかしながら、新

エピソードは、Ｃ組合員が組合員であったこととは無関係であり、

思い違いで新エピソードを取り上げたからといって会社の不当労働

行為意思が推認されるとまではいうことはできない。 

(ｴ) 小括以上、本件再雇用拒否における会社の意思決定やその他の事

情を検討した結果、会社が、Ｃ組合員が労働組合員であること若し

くは労働組合の正当な行為をしたことの故をもって、不利益な取扱
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いをしたと認めることはできない。 

  また、同様の理由により、本件再雇用拒否は、支配介入には当た

らない。 

(5) 争点１小括 

前記(1)から(4)のとおりであるから、会社が、Ｃ組合員を定年退職後

に嘱託乗務員として再雇用しなかったことは、法第７条第１号及び第３

号の不当労働行為に該当しない。 

２ 争点２について 

  組合は、２９年１０月２３日の団体交渉で組合が要求した再雇用資料は、

会社の再雇用拒否の合理性を判断する上で必要なものであり、会社が提出

を拒んだことに正当な理由はないと主張するので、以下検討する。 

(1) 団体交渉応諾と誠実交渉の義務使用者が団体交渉を行うことを法によ

って義務づけられている事項は、組合員である労働者の労働条件その他

の待遇や当該団体的労使関係の運営に関する事項であって、使用者に処

分可能なものである。また、使用者には労働者の代表と誠実に交渉に当

たる義務があり、したがって、使用者は、自己の主張を相手方が理解し、

納得することを目指して、誠意をもって団体交渉に当たらなければなら

ず、労働組合の要求や主張に対する回答や自己の主張の根拠を具体的に

説明したり、必要な資料を提示するなどし、その論拠を示して反論する

などの努力をすべき義務があるのであって、誠実な対応を通じて合意達

成の可能性を模索する義務がある。 

(2) 団体交渉等への会社の対応と再雇用資料の必要性 

組合は、２９年９月２５日付け要求書で再雇用資料の提出を要求した

が、会社は、同年１０月２日付け回答書で同要求を拒否した（前記第３

の８(3)ア及びイ）。そして、同月２３日に開催された団体交渉において、

会社は、「其の部分につきましては、持ち帰って、ちょっと改めて、Ｐさ
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んの方にお出しします。」と回答し、再雇用資料を提出する姿勢を示した

ものの、その後、同月３０日付け文書で、再雇用資料の提出を拒否した

（前記第３の８(4)アないしウ）。 

  本件審査開始後、会社は、当委員会に再雇用資料（乙３・３３）を証

拠として提出した（前記第３の１０(1)ア）。 

  この点につき、会社は、定年退職者の再雇用について労使慣行等はな

いため、Ｃ組合員を再雇用するかどうかは、同組合員を新規採用するか

どうかの問題に等しく、同組合員を採用（再雇用）しなかった理由を説

明する必要はないと主張する。しかしながら、前記１(3)で判断したよう

に、再雇用に対するＣ組合員の期待は合理的なものであり、Ｃ組合員の

再雇用問題は義務的団交事項であったといえるものであるから、会社に

は組合が求める必要な資料を提出する義務があったというべきである。 

  しかも、団体交渉では、会社が定年退職者を再雇用していた実態が争

点となっていたのであり、組合が、過去の実績を客観的に示す資料とし

て再雇用資料を要求したことには合理性と相当性が認められる。 

  また、本件審査開始後すぐ、会社が再雇用資料を証拠として提出して

いるように、同資料に高度な機密が含まれていたわけではないし、資料

作成が困難であったわけでもなく、この要求は無理なものではなかった

と考えられる。 

(3) 争点２小括 

前記(1)及び(2)のとおりであるから、２９年１０月２３日の団体交渉

で、組合が過去に再雇用を希望した乗務員の再雇用者数等の提示を要求

したことに対し、会社が応じなかったことは、法第７条第２号の不当労

働行為に該当する。 

３ 争点３について 

  組合は、会社が、２９年１０月１３日付け書面で、組合に対し、組合掲
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示板への掲示を即時中止するように求め、また、Ｃ組合員の退職を前提に

組合在籍者がいなくなるとして組合掲示板を撤去するように要求した行為

は、組合への支配介入だと主張するので、以下検討する。 

(1) 会社が組合掲示板の掲示物の撤去を求めたことについて 

ア 組合掲示板の掲示物に係る考え方組合掲示板からの掲示物撤去の可

否は、労働協約に基づく組合の利用権を前提にしての利用条件に関す

る解釈の問題である。そして、掲示の内容が事実に反し、職場秩序を

乱す等のときは使用者が掲示物を撤去できるといったルールの定めが

ない場合には、掲示物の扱いをその都度労使間で協議して解決してい

くべきである。 

イ 会社が組合に掲示物の撤去を求めた行為が支配介入に当たるか否か

組合は、会社との合意に基づき組合掲示板を設置したが、合意書では、

掲示物の具体的なルールについての取決めはなされていない（前記第

３の９(1)ア）。そして、本件では会社が、組合の掲示文書が「事実に

反するばかりか、事実誤認に基づいていたずらに労使紛争を煽る内容

であり看過でき」ないと文書で組合に抗議して掲示の中止を求めた後、

本件を議題とする団体交渉や文書の往復が行われている（前記第３の

９(2)ないし(5)）。したがって、本件について、合意には至らなかっ

たものの、会社は労使間で協議して解決していこうという姿勢を示し

ていたといえる。 

  また、会社は、掲示物を撤去することなく、当時の状態のまま残置

している（前記第３の９(6)）。 

  以上の点から、会社が、組合に２９年１０月１３日付け文書で組合

掲示物の掲示を中止するよう求めたことのみをもって、組合運営に対

する介入が行われたとまでは認めることはできない。 

(2) 会社が組合掲示板の撤去を求めたことについて 
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ア 組合掲示板設置に係る労使合意組合掲示板の設置は、労働協約たる

合意書を根拠としている。同合意書には、「労使双方からの改善の意

思表示がない限り、１年毎に自動更新するものとする。」との規定が

ある（前記第３の９(1)イ）。そのため、期限を定めず効力を存続する

旨の定めがある労働協約ということができ、当該協約を解約する場合

には、法第１５条第３項及び第４項に規定された手続によるべきであ

る。 

イ 掲示板の撤去要求とその後の交渉本件において、会社は、平成２９

年１０月１３日付けの抗議文書において、組合員在籍者は０名と推測

される中で組合の団体性は喪失していると考えて組合掲示板の撤去を

要求した（前記第３の９(3)）。これに対し、同月２３日に団体交渉が

行われ、その後、会社と組合との間で、文書のやり取りがなされた（前

記第３の９(4)及び(5)）。 

  この点につき、まず、会社が、組合掲示板を一方的に撤去したわけ

ではなく、組合に対して文書により組合掲示板の撤去を要求し、その

後、会社と組合の間で団体交渉や文書のやり取りが行われたのである

から、会社の要求は、合意書にいう「改善の意思表示」に当たるとみ

なすことができ、実質的には、合意書の改善を巡る労使交渉が行われ

ていたということができる。 

  しかも、組合掲示板は撤去されずに同年９月末頃に組合が掲示した

文書もそのまま掲示されている（前記第３の９(6)）。 

  以上の点から、会社が当該文書で組合掲示板の撤去を求めたことの

みをもって、組合運営に対する介入が行われたとまでは認めることは

できない。 

(3) 争点３小括 

前記(1)及び(2)のとおりであるから、会社が、組合に対し、２９年１
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０月１３日付け文書で、組合掲示板の掲示の即時中止及び組合掲示板の

撤去を要求したことは、法第７条第３号の不当労働行為に該当しない。 

４ 救済の方法 

以上のとおり、会社が再雇用資料の提出を拒んだことは、不当労働行為

に該当するが、当該資料は既に提出されている（前記第３の１０(1)ア）こ

とから、主文の救済方法をもって相当と判断する。 

５ 結論 

よって、当委員会は、法第２７条の１２及び労働委員会規則（昭和２４

年中央労働委員会規則第１号）第４３条の規定により、主文のとおり命令

する。 

 

 令和２年（2020年）１０月３０日 

     北海道労働委員会 

      会長 加 藤 智 章 


